
平成27年度　公共事業事後評価調書

１．事業説明シート（１） （区分）　国補 ・ 県単

事業名
土砂災害情報相互通報システム整備事業
［情報基盤総合整備事業（国補）］

事業箇所 県下全域 山　梨　県事業主体県下全域地区名

光ファイバケーブル設置　L=68km
雨量計設置N=37基　雨量情報板整備N=11箇所
土砂災害警戒情報システム整備　1式
災害情報メール配信システム整備　1式
土砂災害警戒区域等Web配信システム整備　1式
災害情報収集システム整備　1式

　□副次目標

・土石流被害の防止
・がけ崩れ被害の防止

 (7)整備内容（目標達成の方法）

・なし

・なし

　□副次効果

(事前評価未実施)

2,320百万円

　□主要目標

　台風の大型化や集中豪雨の頻発などにより、全国で自然災害が頻発してい
る中、土砂災害から県民の生命・財産を守るため砂防工事を強力に推進して
いる。
　しかしながら、すべての危険箇所の施設整備完了までには、相当の年月と
費用が必要なことから、災害関連情報を提供することにより警戒避難体制を
強化し、人的被害の低減を図る必要があった。

 (5)事業着手時点の課題・背景

(3)完了後経過年数

 (8)事業位置図等

 (6)事業着手時点で想定した整備目標・効果

(4)総事業費H８年度～H２２年度(2)事業期間 5年(1)事業着手年度 H８年度

光ファイバーケーブル設置

L=68km 地中管路・電柱共架

雨量情報表示板：▲（１１基）

雨量計：●（37基）

国
道
５
２
号

土砂災害警戒情報システム整備

災害情報メール配信システム整備

土砂災害警戒区域等Web配信システム整備

災害情報収集システム整備



・なし

・土砂災害警戒区域等のWeb公開や土砂災害警戒情報の発表により、県民
の防災意識が向上した。

 ③環境保全対策の効果の発現状況（措置を講じた場合）

・特になし

　整備した光ファイバーケーブルは、県下全域に整備した｢情報ハイウェイ｣
の一部として機能しており、土砂災害関連情報の通信だけでなく、県民が高
速インターネットを利用できる等、行政や県民および企業等に利活用されて
いる。

・国土交通省は人命を守るためのソフト対策事業を推進しており、全国で
事業が進められてきた。

・なし

・近年、台風の大型化や集中豪雨の頻発などにより、全国で自然災害が頻
発しており、県民の防災に対する意識も高まってきている。

・特になし

 ③事業環境等の変化

 ④その他の事業効果の発現状況

<  有 ・ 無  >

 ②関連計画・関連事業の状況の変化

 ①社会経済状況の変化

(4)社会経済情勢の変化が事業に及ぼした影響

<  有 ・ 無  >

　総合河川情報システムや他事業・他機関の光ケーブルネットワークとの連
携により、県内の高速情報通信基盤が形成された。この成果として、県民と
行政機関が土砂災害関連情報をリアルタイムで相互に通報できるシステムが
構築され、早期警戒避難体制の確立に活用され、人的被害の低減に貢献して
いる。

□評価時点の数値に対する評価

項　目

総事業費

B/C

2,244百万円

2,320百万円

Ｈ8～Ｈ22

2,244百万円

Ｈ8～Ｈ20

－

未算出

２．評価シート（１）

(1)事業貢献度 <  良 ・ 不良  >

 (理由)

・費用対効果の算出手法がない

総事業費　システム整備費の増加
工　　期　関係機関との協議調整の遅延

<  有 ・ 無  >(2)費用対効果分析の算定基礎となった要因等の変化

工　期

費用

便益経済効率性

2,320百万円

－

未算出

着手時点の計画 事後評価時点の実績

(要因変化の分析)

 ②副次目標

　県内２０市町村と県が光ケーブルで接続され、雨量、気象および土砂災
害危険度の情報を伝達すると共に、県民へも高速インターネットで情報を
伝達している。また、災害発生などの情報を県民と相互に通報できる仕組
みも構築されており、これら情報の活用により人的被害の低減が図られて
いる。
（なお、当該事業を評価する適切な指標なし）

・なし

 ①主要目標　土石流・がけ崩れ被害の防止

(3)事業実施による環境の変化

 ①自然環境への影響

 ②生活・居住環境等への影響

 ③副次効果



 (理由)

<  有 ・ 無  >

 (理由)

（利用者数：人）

　評価シート（２）

(7)同種事業の計画・調査のあり方の見直しの必要性

(6)本事業における改善措置の必要性 (8)事業評価手法の見直しの必要性<  有 ・ 無  >

・なし

<  有 ・ 無  >

 ・時期：　　　年度
 ・方法：

Ｈ２６

土砂災害警戒情報システム 18,711

　防災ツイッターで利用を呼びかける他、各種防災訓練や研修会などの機
会をとらえて地域住民に説明したり、県民手帳やパンフレットに掲載して
もらうなど、周知に努めている。

・なし

・なし

・なし

 (既に実施した改善策の内容と効果) (9)その他特筆すべき事項 <  有 ・ 無  >

・なし

 (具体的反映策)  (具体的反映策)

・なし

<  有 ・ 無  >(5)今後の事後評価の必要性

 (理由)

 (具体的反映策)

・なし

 (理由)
　実施後は、行政機関と県民が雨量や土砂災害関連情報をリアルタイムで共
有することが可能となり、台風や集中豪雨の際には早期の警戒避難体制確立
に利用されている。
　近年、本県では大規模な土砂災害は発生していないものの、県民の土砂災
害情報相互通報システム利用は増加しており、防災意識も向上していること
から、今後の土砂災害に対して人的被害の軽減が図れるものと考えられる。
ことから、今後の事後評価の必要性はないと思われる。

Ｈ２２

 □｢有｣の場合の実施時期及び方法

土砂災害警戒区域等Ｗｅｂ配信
システム

1,022 39,442

システム名／年度

6,986

30,895

災害情報メール配信システム
※登録者数

2,753



光

３．添付資料シート（１）

今回事業評価箇所

雨量計　設置箇所一覧表

雨量情報表示板　設置箇所一覧表

光ファイバーケーブル設置

L=68km 地中管路・電柱共架

①
②

9

10

11

8

1

2

3

4

№

5

6

7

芦安村

芦川村役場

表示板名 設置位置

都留郵便局

西桂町役場

大月

上野原

下部町役場

久那土診療所

身延

下部町車田1114

身延町役場前
身延町波木井2483

道の駅「にらさき」
韮崎市中田町中条1800-1

都留市下谷3-2-1

下部町役場
下部町常葉1025

芦安村安通108
（古屋敷橋手前（南））

道の駅「はなかげ郷まきおか」
牧丘町室伏2120

芦川村役場
芦川村中芦川585

道の駅　牧丘

道の駅　韮崎

西桂町役場
西桂町小沼1501-1

大月市総合福祉センター
大月市大月町花咲10

旧上野原町役場
上野原町上野原3758

③

④

土砂災害警戒情報システム整備

災害情報メール配信システム整備

土砂災害警戒区域等Web配信システム整備

災害情報収集システム整備



光

　添付資料シート（２）

雨量計の現状（ホッチ峠）

雨量情報表示板（韮崎道の駅) 4 光ファイバー敷設（埋設)

1

2

3 光ファイバー設置(電柱共架)



光

　添付資料シート（２）

土砂災害警戒情報システム(PC画面)

土砂災害警戒区域等Web配信システム(PC画面) 災害情報収集システム(PC画面)

災害情報メール配信システム(携帯画面イメージ)

※画面イメージ

＊日＊時＊分に以下の

市町村で土砂災害警戒

情報が発表されました。

■○○市（発表）

△△町（継続）

--------(別メール)---

-----

＊日＊時＊分に以下の

地域で警報・注意報が

発表されました。

■○○市

大雨警報（発表）

※登録を変更または解

除したい場合は
entry@sabo-mail.*.*


